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インセンティブとしての内部昇進

川村　一・真

　　　　　　　　　　　　　　概要

　昇進競争の中では賞金に対応するのは上位の職位へ就くことによる

役得であり、その大部分は将来生じる。そこで競争者は将来に生じる

役得に関する期待を持って競争に挑む。これは勝者が決定すれば即座

に賞金が支払われる一般のトーナメントとの相違点である。本稿はこ

の点を考慮した昇進競争の均衡を特徴づけ、そのインセンティブとし

ての機能について考察する。本稿によって明らかになることは、定常

性・対称性を満たす均衡が存在すること、賃金契約では達成不可能な

高水準の期待利益が生じる均衡が存在することである。

1　イントロダクション

　いくつかの実証研究によると、例えば出来高給のような成果給が適用される従

業員の割合はそれほど大きくない（例えぼMacLeod　and　Parent，1999；Brown，

Hamilton，　and　Medoff，1990など）。その代わりに、職位と従業員の給与の間に強

い正の相関関係が確認されている（Baker，　Gibbs　and　Holmstrom，1994a，　b）。昇

進の決定に利用されるのは、各従業員の絶対評価ではなく、他者との比較による相対

評価である。さらに、どれだけの差が付いたのかといった情報も捨象された順位で

ある。
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　ここで疑問となるのは、なぜ企業は他の報酬制度をあまり用いずに順位を用いた昇

進競争によって従業員にインセンティブを与えるのか、ということである。契約理

論によると、昇進トーナメントは相対評価を用いた金銭的報酬による契約によって

複製可能である。これに従うと、昇進競争の代わりに相対評価を用いた他の報酬制

度によって従業員を動機づけることが企業にとって最適かもしれない。相対評価を

用いた報酬は、対象となる従業員たちの成果に共通の不確実性が影響を与える場合

に、絶対評価を用いた報酬を改善することができる（伊藤、2003）。同じ職位を争う

従業員たちの成果に共通の不確実性が混入するのであれば、相対評価を用いた報酬

が最適になるかもしれず、その中でも昇進競争が最も効率的な従業員の動機づけの

手法になる可能性はある。しかし、例えば日本の企業では同期入社者全員で昇進競

争を行うという（竹内、1995）。部署、職務を異とする従業員たちが、共通の不確実

性に直面しているとは考えにくい。この点に現実と理論に乖離があると考えられる。

　本稿はこの疑問に対する1つの回答を提案する。昇進によって従業員が得る利益

の多くは将来生じる。例えば、課長への昇進によって従業員が得る利益は、課長に

就くことによる待遇の改善だけではなく、その後の部長への昇進の可能性が与えら

れることも含まれるだろう。部長への昇進は更なる待遇の改善が期待できるためだ。

部長への昇進は数年後である。この例が示唆することは、企業内の昇進競争におい

て競争者を動機づけるのは、勝つことによってすぐに支払われる賞金（課長になるこ

とによる待遇の改善）だけでなく、遠い将来に実現する可能性がある、更なる上位の

役職に就くことへの期待（部長になった場合の更なる待遇改善に対する期待）も含ま

れることだ。もし待遇改善の実現時期と比較して経営者の任期がそれほど長くなけ

れば、経営者は在任期間中に追加的な費用を支払うことなく、昇進競争によって従業

員を努力するよう動機づけることが可能である。将来の期待がインセンティブとな

るためだ。この昇進競争メカニズムにより十分高水準の努力を従業員から引き出す

ことが可能ならば、経営者は昇進競争とは別の成果給などのインセンティブメカニ

ズムを利用する必要がないだろう。これが、以上で指摘した理論と現実の乖離を埋

めるための本稿のアイデアである。

　このアイデアのために本稿は次のモデルについて考察し、将来に対する期待が従
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業員の努力インセンティブとなるのか検討する。無限期間継続する可能性のある企

業を考える。各期、1人の経営者と複数人の従業員がこの企業に在籍する。経営者は

任期1期間であり、次期の経営者は従業員たちの昇進競争によって決定する。各期

の経営者はその期に生じた会社の残余の請求権を持ち、会社の利益を得ることがで

きる。それゆえ、昇進競争における賞金は、来期に経営者になって得る来期の企業利

益である。競争の段階で従業員は当然来期の利益について知ることができないので、

それに関する期待を持つ。この期待により、従業員たちは競争に勝つよう努力する。

今期の経営者は昇進競争によって賃金なしで従業員を動機づけられる可能性がある。

簡単化のため、経営者に昇進することのできなかった従業員は退職し、次の期にまた

複数人の社員が入社すると仮定する。つまり次の期の企業は、昇進競争の勝者を経

営者に据え、その下に新しく雇用された複数人の従業員から構成される。このプロ

セスが延々続く企業モデルである。

　本稿の分析により、各期の経営者、従業員の選択が同一であり（定常性）、さらに

各期の従業員が同一の努力水準を選択する（対称性）均衡が存在することが明らかに

なる。

　更に、プレイヤーたちの割引因子が大きければ、もしくは従業員の数が多ければ、

均衡にて達成できる企業の期待利益は大きくなることが明らかになる。これは、割

引因子が1に近ければ、従業員は次期経営者に昇進することによって得られる残余

請求権の価値を高く評価する。それゆえ、従業員たちの努力の限界収益が大きくな

る。したがって均衡で選ばれる努力水準が大きくなる。これは来期の期待利益を大

きくする。このようなロジックによって1つ目の結果が得られる。従業員の数に関

しては、定常性を満たす均衡に着目しているため、均衡においては、従業員が多い企

業では来期も多くの従業員を雇用する。従業員の数が多くなれば来期の期待利益も

大きくなる可能性がある。これが努力のインセンティブにつながる。

　そして割引因子が十分1に近く、均衡における従業員の数が十分多ければ、均衡に

おける各期の企業の期待利益は、成果に連動した賃金によるインセンティブ契約では

達成不可能な高水準となる。これらが本稿の分析によって得られる主な結果である。

　本稿のモデルは、序列トーナメント（rank－order　tournament）モデルに基づい
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ている。序列トーナメントに関する文献と本稿との違いはトーナメントの賞金の

性質である。Lazear　and　Rosen（1981）はトーナメント契約の効率性について議

論し、Nalebuff　and　Stiglitz（1983），　Green　and　Stokey（1983）は誘因の効率性の

観点からトーナメント契約と各工一ジェントへの個別契約との比較を行っている。

Rosen（1986）は、例えばテニスの4大大会のようなトーナメント構造、すなわち各

ステージで競技者2人が競い、勝者のみが次のステージへ上ることのできる逐次トー

ナメント契約の最適賞金を特徴づけている。これらの文献におけるエージェントは

同質であり、エージェントのタイプに関する情報の非対称性がプリンシパルとの間

に存在しないが、それを考慮した場合のトーナメントの設計についてBhattacharya

and　Guasch（1988），Yun（1997）が考察している。これら2つの文献は、異質なエー

ジェントに対し、トーナメント契約によって効率的な努力水準を引き出すことがで

きるのかに関心を寄せている。Moldovanu　and　Sela（2001，2006）は、選択された

努力に関する情報の非対称性は存在しないが、エージェントの費用関数が各自の私

的情報である状況について考察している。彼らのモデルでは選択された努力水準に

よってエージェントに順位がつけられ、順位に応じて賞金が支払われる契約を考えて

いる。彼らの関心は最適な賞金の分配方法を特徴づけるところにある。Moldovanu

and　Sela（2006）は競争者をいくつかの下位の競争に分けることに効率性があるのか

議論している。

　以上の研究におけるトーナメントの賞金はプリンシパルが選択できる変数である。

他方、Aoyagi（2010），　Ederer（2010），　Goltsman　and　Mukherjee（2011）などは複数

期間のエージェントの成果を利用して勝者を決定するダイナミックトーナメント契

約について考察している。これら文献の関心は、競争途中の成果に関する情報の通知

の是非に当てられている。それゆえ勝者への賞金額は外性的に与えられている。本

稿におけるトーナメントの賞金はプリンシパルが決めるのではなく、外生的に与え

られるものでもない。プレイヤー達の期待によって定まる点が以上の文献と異なる。

　最後に、トーナメントに関する研究ではないが、エージェントのキャリアへ

の関心と努力インセンティブを同時に考慮する点が本稿と共通する文献として、

Fama（1980）、　Holmstrom（1999）、　Gibbons　and　Murphy（1992）を挙げること
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ができる。Fama（1980），　Holmstrom（1999）は、モラルハザードの問題が労働市

場における評判によって解決される可能性を明らかにしている。Gibbons　and

Murphy（1992）は、キャリアへの関心の強さと金銭的インセンティブの関係につい

て議論している。

　以下の構成は次の通りである。次節では分析するモデルについてより詳細な説明

を与える。第3節は分析部分であり、均衡の存在、特徴づけ、およびその性質につい

て考察している。第4節は得られた結果の整理を行うとともに、今後の課題にっい

て述べている。

2　モデリレ

　任意の孟＝1，2，＿期について考える。ある企業には1人の経営者とN亡∈N人の

従業員が存在する。

　留保効用が0である各従業員は今期企業に勤めるか否か決定する。もし企業に勤

めるならば経営者よりある職務が与えられ、彼らはその職務に対し努力を投入し、

その結果ある成果ω∈｛ω5，ωF｝⊂飛，ω5＞ノが実現する。ωF＝0を仮定する

が、分析の一般性を失わない。努力して仕事を行えばより高い確率で高い成果ω8を

生み出すことができる。経営者は従業員が彼らの職務に対し努力しているのかどう

か知ることができない。それゆえ経営者は努力の誘因を与えることによって従業員

の努力水準をコントロールする。本稿では次期経営者への昇進を利用した競争（以

下では昇進競争と呼ぶ）による誘因のみを考える。すなわち、金銭による動機づけ

を考えず、次期（孟十1期）の経営者の座を賭けてN亡人の従業員を競争させること

によって努力を引き出す。オ期の乞番目の従業員の努力水準をe猛∈［0，1］、成果を

ω猛∈⑫5，ωF｝で表し、それらの間の関係として

Pゆ一飢31・）一・

が成り立っとする。従業員たちはリスク中立的であり、次の生涯効用をもつと仮定
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する。

δω一〇（e）

0（e）は従業員として採用されていた期間の努力によって生じる費用であり、δωは

経営者になって得る金銭の現在価値である。従業員は同一の割引因子δ∈（0，1）と

同一の費用関数を持つ同質な意思決定者とする。費用関数0は二階連続微分可能で

あり、次の性質を持つことを仮定する。

仮定1．

（1）0’＞0，0”＞0　・η［0，1］

（2）0（0）＝limび（e）＝lim　O”（e）＝O

　　　　　　　　　　　e→O　　　　　e→0
（3）lim　Oノ（e）＝lim　O”（e）＝○O

　e→1　　　　　　　e→1

　すなわち、努力の費用関数は単調増加凸関数であり、分析が容易な形状をしている

ことを仮定する。

　経営者は、当期の昇進競争のルール砺、従業員たちの努力水準efを決定する。さ

らに経営者は当期に生み出された企業の利益現を得ることのできる残余請求者とす

る。孟期の利益恥は従業員の職務遂行による成果の和で表されると仮定する。すな

わち

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2Vオ
　　　　　　　　　　　　　　　　H・一Σ靴

　　　　　　　　　　　　　　　　　　z＝1

である。経営者もリスク中立的であり、当期の利益を大きくすることに関心をもつ。

　トーナメントは一般に、タイブレイクルール、競争者の数、勝者の決め方、賞金に

よって特徴付けられる。タイブレイクルールは、最大の成果をあげた従業員が複数

いる場合、どの従業員が勝者として選ばれるか決めるものであり、本稿では彼らが同

一の確率で勝者として選ぼれるタイブレイクルールを仮定する。競争者の数、勝者

の決め方、賞金は以下で考える昇進競争において、それぞれ従業員の数、経営者の決

定方法、昇進することによって得られる役得と対応する。
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　トーナメントの理論においては、トーナメントの設計者が賞金を決定することがで

きるが、昇進競争の文脈においてトーナメントの設計者である経営者が賞金に対応す

る次期経営者の役得を決定できると仮定するのは非現実的である。なぜならば、次期

経営者に昇進することによる役得とは来期に生じる利益を享受することであり、当期

の経営者が来期の利益額を決定することは不可能であるためである。経営者が昇進

競争のために用意できるのは来期の企業の経営権と残余請求権であり、それらの権

利をどのように評価するのかは各個人が行うことである。この評価に応じて経営者

は競争ルールを決定し、そのルールの下、従業員たちはどれだけ努力するのか決定す

る。以下では授業員が抱くこの評価のことを期待と呼ぶことにして、ε期の乞番目の

従業員の期待をn猛と書くことにする。従業員から努力を引き出すことを目的に経

営者は競争ルールを決定するので、その際に重要なのは経営者自身の来期の期待利益

に関する期待ではなく、従業員たちの期待である。孟期の経営者が推測する乞番目の

従業員の期待をn彫とする。これらは来期の利益に対する期待を表現するので実数

値をとる。以上をまとめると昇進競争はタイブレイクルール、競争者の数1＞f、経営

者選抜のルールφオ、次期経営者になることによる期待の組Ht≡（n1，t，．＿，HN亡の

によって特徴付けられ、選抜ルールと従業員たちの努力水準の決定に経営者の推測

Ht≡（n1，t，＿，nNt，t）が影響を与える。

　次期経営者を企業の従業員たちの中から選ぶことができれば、企業の外部から選

ぶことも可能である。経営者が決定するφはこの選択に関するルールであり、従業

員たちの成果が全員φよりも小さい場合は企業の外部から次期経営者を採用すると

仮定する。従業員の成果はω8とωFのどちらかなので、φ≡コじ3，φ≡ωFと定義し、

経営者はφかφのどちらかしか選ぶことができないと仮定しても分析の一般性を失

わない。φは必ず従業員の中から次期経営者を選ぶ完全な内部昇進を意味するルー

ルであり、φは諾3の成果をあげないと従業員には昇進の機会が与えられないルール

を意味する。

　分析を簡単にするためにいくつかの仮定を置く。

　　1．人々は最長で2期間しか働くことができない。

　　2．昇進できなかった従業員たちは解雇され、2期目は一定の水準の効用を得る。
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　　3．内部昇進によって選任された経営者も外部採用による経営者も1期の任期の

　　　後企業を退職する。

　　4．退職金はゼロとする。

以上をまとめると、人々は1期目企業に雇用される。同期入社の従業員と昇進を賭

けて競争し、昇進できた者が2期目経営者に就く。昇進できなかった者たちは解雇

され、2期目は一定の水準の効用（ゼロと仮定する）を得る。経営者は1期間のみこ

の企業に勤め、経営を行う。生じた利益を享受した後、退職する。退職金はゼロで

ある。

　次に分析の際に適用する均衡を定義する。毎期経営者も従業員も同じ選択を行い、

さらに各期の従業員が全員同一の努力水準を選ぶ、定常性、対称性を満たす均衡に着

目する。

定義1．従業員の努力水準、経営者が選ぶ選抜ルール、従業員数の組（α＊，φ＊，N＊）

と期待と推測の組（H＊，H＊）が次を全て満たす場合、均衡を構成すると言う。任意の

オ＝1，2，．．．に対し、

　（の経営者の推測と従業員たちの期待が一致する。すなわちH＊＝n＊が成り

　　　立っ。

　（吻1＞＊人の従業員がα＊を選んだ場合の企業の期待利益H＊∈IRが各プレイヤー

　　　の期待と一致する。すなわちn＊＝（H＊，．＿，n＊）を満たす。

（zzz）経営者は推測n＊の下、昇進ルールをφ＊、従業員の努力水準をa＊＝

　　　（α＊，＿，α＊）∈［0，1］N＊と選択することによって当期の企業の利益を最大

　　　化することができる。ただし経営者が選択可能な努力水準は昇進ルールφに

　　　よって決定され、昇進競争（φ，ノV＊，n＊）におけるナッシュ均衡でなければい

　　　けない。

定義2．昇進競争（φ＊，1＞＊，H＊）の下でa＊がナッシュ均衡を構成するとは、任意の

従業員乞∈1＞＊にとって、期待氏＝H＊のもと努力水準α＊が他の従業員たちの努

力水準ベクトル（α＊，．＿，α＊）の最適反応になっていることを言う。
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3　分析

3．1　均衡の存在と特徴づけ

　均衡の定常性より、各記号につく時間に関する下添字を省略する。また、均衡で

は各プレイヤーの期待が一致しなければいけないので、nをある非負の実数として

rL＝H，＝Hが全ての乞∈｛1，＿，1V｝について成り立つ状況を以下で考える。　Nは

ある自然数である。所与のH，1＞に対し、まずは完全な内部昇進φ＝φによる昇進

競争（φ，N，　n）で、対称ナッシュ均衡を構成する努力水準について考察する。

　他の従業員全員がある努力水準α∈［0，1］を選択する場合、ある努力水準e，∈［0，1］

を選択することによって従業員2がトーナメントの勝者になる確率は、

　　　Pr（乞が勝つle、，e－，ニa－，）

　　　一銑｛暮（∵）♂（・一の一κ圭、｝＋岡（1－≠

で表すことができる。ただしe＿、は乞を除いた従業員たちが選択する努力水準のベ

クトルであり、a＿，＝（α，＿，α）∈［0，1］N－1を意味する。第1項は従業員乞の成果が

ω5であった場合の勝利確率、第2項は従業員乞の成果が忽Fである場合の勝利確率

である。第1項は次のように書き換えることができる。＊1

　　　　　　暮（∵）♂（・一の一尋1一寿碧（・一礎

したがって自分以外の従業員がa＿iの努力水準を、従業員乞がeの努力水準を選ん

だ場合の乞の期待利得は

輪一國一δ血
ド㍍器一げ＋（・一の（1一謝一・回

＊1導出方法については付録を参照せよ。
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である。それゆえe＿，＝a＿，に対する従業員乞の最適反応e、（a＿、）は次の一階条件

を満たさなければいけない。

　　　　　　　　　　　　∂
　　　　　　　　　　　砿互n，N，・（・・，a－・）1・・一・・（・）＝°　　　（1）

二階条件を満たすことは明らかなので、条件（1）はa＿、の最適反応であるための十

分条件でもある。これより、全員が同一のある努力水準α∈［0，1］を選択する対称均

衡では、αに対し次の等式が成り立たなければいけない。

　　　　　　　　　　δ血［Σ離ず（1一α）κ　　N］一姻　　（2）

補題1．任意のδ∈（0，1），N∈潤、　n∈R＋に対して（2）を満たすある努力水準

α∈［0，1］が存在し、それは唯一である。

証明．各e∈［0，1］に対し、関数Ψを

　　　　　　　　　　Ψ¢）一δn［Σ鐸号一げ］一び㈲
（3）

によって定義する。仮定よりΨは［0，1］上で連続である。

　条件（2）はΨ（α）＝0と表すことができる。rl＝0やN＝1の場合はe＝0のみ

がΨ（e）＝0を満たす。

　H＞0の場合を考え、さらに1＞＝2とする。このとき、

　　　　　　　　　　　　　　　ε一び一・（δn2）　　（4）

を満たすε∈（0，1）のみがΨ（ε）＝0を満たす。

　N≧3の場合を考える。eを右から0に近づけると、（3）の大括弧内は（N－1）／1＞

に収束し、第2項は0に収束するので、lim。→o＋Ψ（e）＝δn（N－1）／1V＞0であ

る。eを左から1に近づけると（3）の大括弧内の項は0に収束し、第2項は一〇〇に

発散する。したがってlim。→1＿Ψ（e）＝－00を満たす。Ψのeに関する連続性よ

り、Ψ（e）＝0を満たすeが（0，1）内に存在する。
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　次に唯一性を示す。そのために、Ψがeに関して［0，1】上で単調減少であることを

示せば十分であるが、

　　　　　　　聾）一δ血［一Σ告語（1一ザ］一ぴ¢）＜・　（5）

が［0，1】上で成り立っ。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　口

　旦N，δ（H）を1＞，δ，Hに対して（2）を満たす努力水準とすると、補題1よりこのよ

うな関数を定義することができる。任意のδ∈（0，1）及び任意のH∈R＋に対し

旦1，δ（H）＝0であり、任意のN∈Nに対し旦N，δ（0）＝0である。

　次に経営者がφ＝φを選択した場合を考える。このとき成果がωFである従業員

は昇進の可能性が無いので、他の従業員たちが全員αを選択し、従業員乞がe、を選

択する場合の期待効用は

　　　　　　　嚇圃一δ血ド謝則一・㈲

である。αがe＿、＝a＿，に対する最適反応であるための必要十分条件は、

　　　　　　　　　　　δ血［Σ謝馴一ぴω一・　（6）

であり、この等式を満たす努力水準α∈［0，1］は存在し、ユニークであることが補題

1と同様にして示すことができる。したがって各N∈N，δ∈（0，1］，H∈R＋に対し

て（6）を満たす努力水準δN，δ（H）∈［0，1］を定義することが可能である。dは任意の

N，δに対し、σN，δ（0）＝0を満たす。

　次に期待rl，従業員の数Nを固定した上での経営者の意思決定について考察する。

均衡条件が要求することは、経営者が選択する昇進ルールφと従業員たちの努力水

準αは当期の企業の期待利益を最大にするように選択されなければいけないことで

ある。従業員たちがaを選んだ場合の企業の期待利益は

　　　　　　　　　　　　ガ
　　　　　　　　　　　　Σαω8＋（・一ψF－Nαω8

　　　　　　　　　　　　z＝1
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であり、これを最大にするφとαを選択する。しかし従業員と経営者の問の努力に

関する情報の非対称性より、経営者が選択させることのできる努力水準はφを決定

することによって定まる昇進競争（φ，2V，n）のナッシュ均衡のみである。したがっ

て経営者の問題は

　　　　　騨　5・・t・（φ，α）∈｛（廊凡・（血）），（蜘（血））｝

である。

命題1．任意のδ∈（0，1），1V∈Nに対して、

　　　　　　　　　　　　　　δN，δ（n）≧旦N，δ（rI）

が成り立っ。

証明．もしσN，δ（H）＜％δ（H）が成り立つならぼ、1一σN，δ（rl）＞1一旦Nδ（n）が

成り立つ。したがって、

　　　　　　　催（1一旦N，δ（H））・＜乾（・－d凡・（血））・

　　　　　　　　　た＝0　　　　　　　　　　　　　　　　　　鳶＝0

　　　　　　　　　　　　　　　　　　≦鷲（1－dN，δ（H））・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　鳶＝0

が成り立ち、（2）及び（6）より、これは

　　　　　　　　　　　　0ノ（旦Nδ（H））〈び（dN，δ（H））

を意味する。ぴ＞0だから旦N，δ（n）＜δN，δ（H）を導く。したがって矛盾が生じ

る。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　口

　命題1より、均衡が存在すれば、任意のrl，N，δに対し均衡経路上で経営者は

φ＝φを選ぶ。命題1は直感的な結果である。もし完全な内部昇進であったなら
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（φ＝φ）、従業員は成果が♂であっても昇進する可能性が存在する。経営者は¢F

が実現した場合の従業員の昇進可能性をゼロに設定すれば、彼の努力水準を高める

ことによる限界効用を大きくすることができる。その結果、一階条件を満たす努力

水準を引き上げることができ、経営者の期待利益は大きくなる。

　任意の1＞，δ，Hに対して、αむ，δ（n）≡dN，δ（H）と書くことにする。関数αむ，δは定

義より

　　　　　　　δ血ド（1詳（叫嚇（n））一・　（7）

を満たし、陰関数定理より任意のH∈R＋において微分可能であり、

　　　　∂。瓦、（H）　δΣ謝（1薯δ（血））k

∂f【
δfi

Σ£告1た（1一α｝》，δ（貢））ん一1

　N
δΣ篇1（1一αむ，δ（n））た

＋o”（αむ，δ（n））

　　　　　　　　　　　δ血Σ詣、1鳶（1一α欝，δ（n））胴＋NO”（・む，、⑪）

を満たす。また、全てのH∈R＋で正値をとることを確認することができる。これ

は昇進競争の役得に関する期待が大きくなるほど、競争者が選択する努力水準が大

きくなることを意味する。

　次に期待Hと実際の企業の期待利益Hの関係について考察する。1＞∈Nと

δ∈（0，1）を任意に固定し、関数HN，δを各H∈R＋に対し次のように定義する。

　　　　　　　　　　　　　　　ガ
　　　　　　　　　HN，・（H）一Σ¢3α卦，・（血）－Nωsαむ，・（血）

　　　　　　　　　　　　　　乞；1

すなわちnN，δ（H）は、共有する期待がHであるとき経営者が昇進ルールをφに決

定し、それに対して従業員たちがナッシュ均衡努力水準αむ，δ（H）を選んだ場合の企

業の期待利益を表している。

　均衡が要請することは、プレイヤー達の期待と実際の期待利益が一致すること、

　　　　　　　　　　　　　　　nN，δ（H＊）＝H＊
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である。言い換えると、均衡における期待H＊は関数rlN，δの不動点にならなければ

いけないことである。

　均衡が存在するかどうかを明らかにするために、この関数に不動点が存在するか

検討する。明らかなことだが、この関数には不動点は必ず存在する。なぜならば、

H＝0に対しては崎，δ（0）＝0より企業の期待利益は0であるためである。すなわ

ち、昇進によって得られる役得は0であるという期待を共有するため、従業員たちは

全く努力に動機づけられず、実際に企業の期待利益も0という不動点である。した

がって任意の1V∈N，δ∈（0，1）に対し、　H＊＝H＊＝0及びα瓦δ＝0，φ＝φは均

衡の要件を全て満たす。

　このような努力を引き出すことのできない均衡以外に均衡は存在するのか。この

問いに答えるのが次の命題である。

命題2．任意のδ∈（0，1）及び1V∈Nに対し、　HN，δは（0，00）上に不動点を持つ。

証明．1V∈N，δ∈（0，1）に対し、企業の期待利益と期待の差△N，δ（H）をR＋上で

定義する。すなわち

　　　　　　　　△N，、（n）≡HN，、（血）一血一翫sα刃，、（血）一血

である。HN，δの不動点n＊は△N，δ（H＊）＝0を満たす。それゆえ△N，δ（0）＝0で

ある。

　N＝1の場合を考える。（7）より各Hに対してαi，δは

　　　　　　　　　　　　　αi，δ（H）＝0’－1（δf【）

であり、

である。

であるので

d△・，δ（H） δノ

誼 σ”（0’－1（δrI））
一

1

湖＋ぴ（び一1（δ血））一ぴ（び｝1（・））一・

lim　d△N導（H）一。。

血→o＋　　d【H
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を満たす。これより、ある正数6＞0が存在して

　　　　　　　　　　　　　o≦n〈6⇒d△躯）＞o

　　　　　　　　　　　　　　－　　　　　　dH

が成り立つ。△（o）＝oであるため、これはあるn’＞oに対して△（n’）＞oが成り

立っことを意味する。

　次に△1，δ（H”）＜0となるH”＞H’の存在を示す。なぜならば、これを示すこと

により△のHに関する連続性と中間値の定理よりあるH＊∈（n’，n”）が存在し、

△（H＊）＝0が成立することが導かれるためである。もしこのようなH”が存在しな

いと仮定すると、全てのH＞H’に対し△1，δ（rI）≧0が成り立つ。したがって

　　　　　　　　　　　　　　　．lim△1，δ（H）≧O
　　　　　　　　　　　　　　　n→○○

もしくは

　　　　　　　　　　　　．lim　H1，δ（H）≧．lim　H＝○O
　　　　　　　　　　　　rl→OQ　　　　　　　　　n→OQ

が成立しなければいけない。しかし碕，δ∈［0，1］だから任意のn∈R＋に対し

　　　　　　　　　　　　　　ω8α歪，δ（H）≦ω8〈OQ

が成り立つ。したがって矛盾が導かれる。

　1V≧2の場合を考える。　N＝1と同じ手順で主張が真であることを示す。

　　　　　　　　　　　d△N，套（H）一翫・∂αむ・雲（n）一、

　　　　　　　　　　　　　dH　　　　　　　　∂H

であり、

　　　　　　　　∂。瓦、（n）　δ陰一α＊）鳶］

　　　　　　　　　∂n＝可弊斗鋼　（8）

である。ただしα＊＝αむ，δ（H）である。H＝0周辺の∂α瓦δ（H）／∂Hの値について

考える。H→0＋であるとき、α瓦δ（n）→0＋であるから

　　　　　　　　　　　倉蟻暮（1一の㌧δ〉・
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となり、（8）の分子はn→0＋のとき正数に収束する。（8）の分母については

　　　　　　　　　lim一Σ告1ん（・一α＊L－N（N－・）

　　　　　　　　　血→o＋　　　　　N　　　　　　　　　　21＞

であるため、lim血→00”（α＊）＝0と併せると、

　　　　　　　　　　　　　　lim∂αむ，望（H）一。c

　　　　　　　　　　　　　　血→o＋　　∂H

を得ることができる。したがって、ある正数ξ＞0に対し、

　　　　　　　　　　　　0≦血＜，⇒d△N，糞（H）＞0

　　　　　　　　　　　　　－　　　　　　　（m

が成立する。△N，δ（0）＝0と併せると、これよりあるH’＞0に対して△N，δ（rI’）＞0

が成立する。そしてH”＞H’であり△N，δ（H”）＜0を満たすH”の存在はN＝1

の場合と同様に示すことができる。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　口

　以上をまとめて、均衡を特徴づけることができる。

命題3．任意のδ∈（0，1），N∈Nに対して、均衡は次のように特徴づけられる。

　（のH＊＝H＊・＝0、α瓦δ＝0、φ∈｛φ，望｝。もしくは

　＠）φニφでありn＊，H＊，α聾，δは以下を満たす。

　　　　　　　　　　　　H欝，、一血＊一翫5・欝，、，　　　　　　（9）

　　　　　　　　　　　　　　　　ハド　ユ
　　　　　　　　　　　　δωs・涛，・Σ（1一α卦，δ）㌧0’（α瓦・）・　　（10）

　　　　　　　　　　　　　　　　鳶＝0

（10）は次のように書き換えることが可能である。

　　　　　　　　　δωs［1－（1一α先，δ）N］一び（・瓦・）・ （11）

3．2　均衡の性質

　本節では、昇進競争が努力インセンティブとして機能する均衡に着目し、その均衡

の性質について考察する。
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　口

　補題2は、均衡で選択される可能性のある最大の努力水準は1V，δに関して共に非

減少であることを意味する。これは均衡で生じる企業の期待利益の最大値が1＞，δに

関して非減少であることも意味する。

　補題2は、割引因子が1に近い従業員たちであるほど、内部昇進によって動機づ

けられる努力水準が大きくなる可能性を示唆している。来期に得られる収入を大き

く割り引かず高く評価する従業員であるほど、昇進競争に勝つことよる役得を高く

評価するため、昇進競争において投入する努力水準は高くなる。またδを従業員た

ちの社内キャリアへの関心と解釈することも可能である。すなわち、社内でキャリ

　まずはN，δが変動した場合の均衡の挙動について考察する。

補題2．任意のδ∈（0，1）、任意の1＞∈Nに対し、

　　1．α齢＋1，δ≧α聾，δを満たす均衡努力水準α葺＋1，δが存在する。

　　2．δ’〉δならば、αむ，δ，≧娠，δを満たす均衡努力水準崎，δ，が存在する。

証明．α欝＋1，δ＜αむ，δが成り立っならば、

　　　　ガ　ユ　　　　　　　　　　　　　　　ガへ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ノ　

　　δωsΣ（1一α葺，δ）鳶くδω8Σ（1－・齢＋・，・）んくδ¢5Σ（1一αむ＋・，・）ん

　　　　鳶＝1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　κ；1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　鳶＝1

が成り立ち、これを（10ノを用いて書き換えると、

　　　　　　　　　　　　　o’（娠δ）＜o’（鹸＋、，δ）

であるのでα欝，δ〈α醤＋1，δが成り立ち矛盾が生じる。

　同様にあるδ’〉δに対しαむ，δ，＜α聾，δが成り立つならば、

　　　　　　　　　　ヱ　　ユ　　　　　　　　　　　　　　　　ヱ　　ユ

　　　　　　　　δノΣ（1一娠δ）㌣δ’ノΣ（・一嚇）κ

　　　　　　　　　　た＝1　　　　　　　　　　　　　　　　鳶＝1

であり、

　　　　　　　　　　　　　o’（　＊αN，δ）＜o’（αむ，δ’）

が導かれるので、α欝，δ＜α葺，δ，が成り立ち矛盾が生じる。
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アを築くことに強い関心を持つ従業員たちが集まる企業ほど、昇進競争によって強

く動機づけられ、その結果、企業の利益が大きくなる可能性が示唆される。

　また、一般に従業員の数が多いほど、従業員の昇進の可能性は小さくなっていくた

め、補題2．1の結果は自明ではない。これは従業員が多い均衡であるほど企業の期待

利益が大きくなり、昇進することによって得られる従業員の役得が大きくなること

に起因する。企業の利潤が単純に従業員の成果の和として表現されるという仮定が

この結果に影響を与えている。

　次に、均衡によって達成可能な企業の従業員一人当たりの期待利益について考察す

る。そこで1つの基準点を定義する。各期の経営者と従業員たちの雇用関係によっ

て生じる余剰を最大にする努力水準をファーストベストの努力水準と呼ぶ。従業員

の数がN人である場合、総余剰は

　　　　　　　　　　　　　　　ガ
　　　　　　　　　　　　　　Σ［・、ノー－0（e¢）］

　　　　　　　　　　　　　　z＝1

であるので、ファーストベストの努力水準をαFBと書くと、これは

　　　　　　　　　　・・s－o’（・FB）⇔・FB－o’－1＠8）

によって特徴づけられる。このときの企業の従業員一人当たりの期待利益をファー

ストベストな1人当たり期待利益πFBと定義する。すなわち，

　　　　　　　　　　　　　　　　FB　　　　8　FB
　　　　　　　　　　　　　　　π　　　≡ω　α

である。

命題4．従業員たちがファーストベストな努力水準を選択する均衡は存在しない。

証明．任意のδ∈（0，1），1V∈腿に対して、均衡で従業員に選択される努力水準は

　　　　　　　　　　　　　　ガ　　
　　　　　　　　　　δノα聾，・Σ（レαむδ）ん一〇’（α葺，・）

　　　　　　　　　　　　　　鳶＝0
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もしくは

を満たすため、

δω8 ［1－（1一娠δ）N］一ぴ（α瓦・）

ぴ（・FB）一・・8＞δω3 ［・一（・一・瓦・）N］一び（α瓦・）

が成立し、αFB＞α欝，δが成り立っ。 口

　命題4より、内部昇進によって引き出すことのできる努力水準には上限があり、

ファーストベストな努力水準は、高い割引因子を持つ従業員を多く雇用している企

業であっても引き出すことができない。これは、従業員が努力した結果得られる収

入が次期であり、割引いて評価される点、努力しωsが実現する確率を1単位増加さ

せても、昇進競争で勝利する確率を1単位増加させることができない点に起因する。

これは、企業が均衡でファーストベスト水準の1人当たり期待利益を達成すること

の不可能性も意味する。

　しかしながら次の命題より、割引因子δ及び従業員数Nが十分大きければ、ファー

ストベストの水準未満の任意の努力水準に対し、従業員たちがそれを選択する均衡

が存在することが示される。これは、ファーストベスト水準未満であれば、あらゆる

非負の1人当たり期待利益を均衡によって達成可能であることを意味する。

命題5．任意の6∈（0，πFB］に対し、従業員一人当たりの企業の期待利益がπFB－6

となる均衡を持つ割引因子と従業員の組（δ，ノV）が存在する。

証明．e＝πFBの場合は自明である。6∈（0，πFB）を任意に固定する。この6に

対し、

　　　　　　　　　　　　ω8（αFB－・。）一πFB－・

を満たすように正数6。を定める。より具体的には6、ニ6／ω5である。

　中間値の定理より、

　　　　　　0’（αFB－6α）ニ0’（αFB）－0”（β）6α＝ω5一σ”（β）6α （12）
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を満たすβ∈［αFB－6、，αFB］が存在する。このβを利用してδとノVを次を満たす

ように定める。δについては次の等式

　　　　　　　　　δ一　゜’（・FB－・・）　　　　（、3）
　　　　　　　　　　　　（πFB－・）［・一（・一・FB＋・・）爵］

を満たし、Nは不等式

　　　　　　　　　　　　　愈〉諾肇≒）　　（・4）

を満たすように自然数の中から選ぶ。分母、分子ともに負値であるため右辺全体と

してはある正の実数である。（13）より、

　　　　　　δ（πFB－・）［レ（・一αFB＋・・）泣］一・’（αFB－・・）

が成立するため、均衡の条件（10）を満たす。したがって以上のように定めたδが

（0，1）内に入ることを示せば証明は完了する。δは正値であることは明らかであるの

で1未満であることを示す。（12）より、

　　　　　　　　　δ一　　ぴ（αFB－・・）

　　　　　　　　　　　　（πFB－・）［レ（・一αFB＋・・）抑］

　　　　　　　　　　　　　　　　ω5－0”（β）6α

（πFB－・）［・一（レ・FB＋・・）舜］

　　　　　　　　　　　　　　　　・一σ”1昌）e・

　　　　　　　　　　　　（π睾一の［・一（ト・FB＋・・）舜］

　　　　　　　　　　〉・一雫α、

　　　　　　　　　　　　1－（1一αFB＋6。）N

が成り立つ。最後の不等式はω3＞αFBω8＝πFBによる。これより、

　　　　　　　　　　　　（1一αFB＋6α）愈くび1套）免

がδ＜1であることの十分条件であることが示される。この十分条件は不等式（14）

と同値である。したがってδは（0，1）内の値である。　　　　　　　　　　　　□
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直感的にこの結果は、均衡の努力水準を特徴づける等式（11）

　　　　　　　　　δω5［・一（1一α瓦調一び（娠・）

をδを1に、NをOQに向けて大きくすることによって、ファーストベストな努力

水準を特徴づける等式

　　　　　　　　　　　　　　　ω5ニo（・FB）

に近づけることが可能であるため導かれる。

　最後に、内部昇進で達成できる一・人当たり期待利益をもう1つの基準点を用いて

解釈する。それは有限責任を仮定した場合の賃金契約によって達成できる最大の一

人当たり期待利益である。我々のモデルでは従業員たちの成果は独立に決まるので

各従業員に対する個別契約のみを考えればト分である（Green　and　Stokey，1983）。

成果に応じた賃金契約をω＝（ω＠3），ω＠F））とする。第2の基準点は次の最適化

問題によって得られる。

　　　　　　max・げ一ψs）｝一（1一α）ωげ）
　　　　　　　α，ω

　　　　　　　・．t．α∈a・g　max・ψs）＋（1－・）ψF）－0（・），

　　　　　　　　　　　　　　e
　　　　　　　　　　ψ）≧Of・・ω＝記s，♂．

この最適化問題によって得られる目的関数の最大値をπ8Bと書くことにする。これ

が、有限責任が課せられた賃金契約による従業員一人当たりの期待利益の最大値で

ある。

命題6．従業員一人当たりの期待利益が7r8Bよりも大きくなる均衡を持つ割引因子

と従業員の組（δ，N）が存在する。

証明．7r5B＜πFBであるため、命題5を適用することにより導かれる。　　　口

　情報の非対称性があり、更に有限責任を仮定している場合、賃金契約で達成できる

企業の期待利益はファーストベスト水準よりも厳密に小さくなる。従業員たちの割

引因子が1に近く、その数も十分多く、高い期待を共有する均衡ならば、命題5よ
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りファーストベスト契約によって引き出すことのできる努力水準とほぼ同水準の努

力を昇進競争によって引き出すことができ、ほぼ同水準の期待収益を得ることがで

きる。したがってこの命題が導かれる。

　割引因子が1に近く、従業員の数も十分多い状況について考える。この時、昇進競

争により従業員からほぼファーストベスト水準の努力を引き出すことが可能である。

これは、賃金契約のみを用いた場合に従業員に選択させる努力水準（いわゆるセカン

ドベスト水準）よりも大きくなる可能性がある。もし経営者が昇進競争に加え賃金

契約も利用して従業員を動機づけることができたとしよう。しかし、経営者は均衡

で賃金契約を利用しないだろう。なぜならば、賃金契約によって更に高水準の努力

を引き出そうとした場合、限界費用は限界収益を上回るためである。この均衡は実

証研究の結果によって描写される現実と整合的である。すなわち、成果給は適用さ

れない一方、内部昇進によって従業員を動機づけるという現実である。

4　おわりに

　本稿は、実証研究によって描写される現実と理論の乖離を埋めるべく、新たな昇進

競争モデルを提示し、そのインセンティブとしての機能について検討した。ここで

言う現実とは、多くの企業では成果給があまり利用されず、その代わりに昇進によっ

て従業員を動機づける事が多いというものである。一方、理論の観点ではトーナメ

ント、ひいては相対評価を利用した報酬制度が最適となるのは限られた状況のみで

あることが先行研究によって明らかにされている。この現実と理論の乖離を埋める

ために、従業員が将来に対する期待によって動機づけられるトーナメントモデルを

提案した。

　より具体的に述べると、本稿にて提示された昇進競争モデルとは次のようなもの

である。無限期間継続する可能性のある企業を考え、各期1人の経営者と複数人の

従業員がこの企業に在籍する。経営者は任期1期間であり、次期の経営者は従業員

たちの昇進競争によって決められる。各期の経営者は残余請求権を持ち、その期に
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生じた企業の利益を得ることができる。それゆえ、昇進競争における賞金は来期に

生じる企業の利益である。競争の段階で従業員は当然来期の利益について知ること

ができないので、それに関する期待を持つ。この期待により、従業員たちは競争に勝

っよう努力する。

　従来のトーナメントモデルとの違いは、賞金の資金源と支払われるタイミングで

ある。従来のトーナメントモデルでは、勝者が決まり次第、当期の経営者より賞金が

支払われたが、本稿の昇進競争モデルでは、勝者は次期に企業で生じる利益を賞金と

して得る。それゆえ、当期の経営者は競争者に賃金を支払うことなく従業員を動機

づけることができる。

　分析の結果明らかになったことは、定常性・対称性を満たす均衡は存在し、割引因

子が大きいほど、従業員が多いほど、従業員1人当たりの期待利益が大きくなること

である。その結果、有限責任性の仮定を課した賃金契約によって達成できる水準以

上の期待利益を内部昇進のみで達成できることが明らかになった。

　本稿では経営者が昇進競争のみを利用して従業員を動機づける状況について考察

した。もし企業が賃金契約を昇進と併用できる状況を考えたとしても、昇進なしの

状況と比較して、賃金によるインセンティブの供与は控えめになることを本稿の結

果から推測可能である。つまり、企業はほとんど昇進によって従業員を動機づける

だろう。これは上述の現実と整合的である。

　本稿には多くの課題が残されている。第一に、任意の従業員の数に対し対称・定常

均衡が存在することが示されたが、会社の従業員数が内生的に決めることができない

点である。従業員を雇用することによる何らかの費用が発生するようモデルを拡張

すべきである。第二に、階層の数が内生的に決まるようなモデルの拡張を考えるべ

きだ。本稿のモデルでは会社の階層数を固定して分析を進めたが、現実の企業を見

ると、当然会社の規模に応じて階層数も変化しているため、従業員の数に応じて最適

な階層数が決まるようなモデルの拡張が必要であろう。例えば、会社の階層数の増

加は1人の上司が管理することのできる部下の数に限界があることから生じるため、

部下の管理に何らかの費用が生じる拡張を考えるのがひとつの方法である。第三に、

従業員の能力に関する異質性も導入したほうがいいだろう。昇進は従業員へのイン
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センティブ供与のためだけでなく、従業員の選抜という機能も会社の中で果たして

いるためだ。以上に挙げた課題は全て分析の簡単化によって捨象された部分であり、

これら三つの課題に加え、更に複雑なモデルを検討するのが今後の課題である。

5　付録

　従業員2の成果がω3の場合の条件付き勝利確率は、

　　　　　　碧（Nの’（1一の一計、

　　　　　　　一書（N製1！ん！♂（・一の一計1

　　　　　　　一暮（N－1㌻）lll＋、）！㎡（・一の一

　　　　　　　一議（　　　　N！N－1一ん）！（ん十1）！謂（・一バ西

ここでK＝鳶十1とすると、

　　　　　　　　　　罐（諜脚語（・一贈

が得られる。ここで二項定理を利用すると次が得られる。

　　　　　　鎗（2V！1V－K）囲語（・一一

　　　　　　一詣［（α＋（・一α））N－（・一・）N］

　　　　　　一詣［・一（・一・）Nj

　　　　　　≒涛（・一（・一・））（・＋（・一・）＋…＋（・一・）N－1）

　　　　　　　　　ハダ　ユ
　　　　　　ー毒Σ（1一α）k・

　　　　　　　　　ん＝0
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